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と考えられる。最も注目すべきは， I事実審は第一審のみとすること 18J とした点である。これ
により，改正刑事訴訟法案で維持されていた覆審制を採用しないことが，明確になった。ちなみ
に，第一審にはいずれ陪審制を導入することが示唆されている 19。さらに，控訴理由を(1)法






































































































































































































40 最高裁・前掲注5，127頁以下，小IJ1: 1・lij掲注31， 127頁。



















































































































































察を要する。本稿の射程を越えるため 差し当たり取り扱わないが 昭和 28年改正がアメリカ
法の影響を受けた可能性は，今後の課題として検討の余地があると思われる。
結論
現行刑事控訴制度における旧法との非連続性として，本稿ではアメリカ法からの影響について
検討した。これについては，そのことを前提とする見解と，疑問を呈する見解があったが，判断
基準の違いから，これらの見解は対立するものでないことが判明した。前者については，第一審
の手続が変化したことにより，間接的な影響があったということ及び，日本側が採朋した GHQ
側の提案は，当時のアメリカにおいて議論されていた問題を含んでいたことから，アメリカ法の
影響は存在すると考察し得る。また，後者については，アメリカ法の影響の内容がアメリカの控
訴制度の摂取ではないと思われる。そのため，(1)日本とアメリカの制度の類似性を基準とし，
アメリカ法の影響を前提とする見解と， (2) GHQとの折衝を基準とし，アメリカ法の摂取を否
定する見解の，双方が正しいと言い得る。前者の根拠は，日本側がそもそもアメリカ法の研究を
行っていたと考え得ることであり，後者の根拠は， GHQとの折衝が，一方的な提案ではなく，
日本側が主導したと思われることである。
これらは，旧法から引き継いだものでない以上，新設型アプローチである。新設型アプローチ
とは，形式的には「旧控訴制度を土台としない新たな制度設計」であり 内容的には fl日法及び
それに関する議論以外の要素を組み込んだ制度設計」である。一方で，改善型アプローチとは，
形式的には fl日控訴制度を土台に改良を加えた制度設計jであり，内容的には「旧上訴制度及び
それに関する控訴廃止論を要素とする制度設計」である。アメリカ法の影響は，明らかに前者に
属する。その要素は，当時から現在まで続く，アメリカにおける制度設計に関する議論，いわば，
アメリカにおける控訴審構造論とも言うべき議論だからである。
そこで重視される視点として， f事実認定修正機能をどの審級に配置するかJという検討事項
がある。基本的に，現行控訴制度の制定過程においては 日本側はこの視点に乏しかった。従っ
て，制定過程においてこの点が考察されたのは，刑事訴訟法改正協議会における GHQ側との折
衝段階である。これについては，未だ考察が不十分な視点と思われる。
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従って，特に今後の制度設計に際して検討・しなければならない視点であると思われるのであ
る。これをどのように検討すべきかについて，今後の課題としてはアメリカ法の研究，特にアメ
リカ法における控訴審構造論の研究を挙げたい。事実認定修正機能を担うべき審級を考察する，
制度設計に関する議論であるが，これに関する Orfieldから Robertsonまでの議論は，おそらく
控訴審構造論に相当するものであると見なし得るであろう。この研究は，裁判員裁判が採用され
た現行制度において，昭和28年改正の如く，解釈を立法に反映させる可能性が生じた場合，そ
の検討に資すると思われる。
裁判員制度を前提とした控訴審は，その構造がアメリカの制度と類似することとなった。その
ため，特に，市民裁判官が参加した第一審の事実認定を修正する機能をどの審級が担うべきか，
という議論については， 日本と同様に控訴審が職業裁判官のみで構成されるアメリカの議論を参
考にすべきと考え得る。その場合，アメリカにおいて上訴というシステムがどういう機能を有し
ていると評価されているのかを研究することは 意義があると思われる。これまで，制度設計と
して事後審制であるという評価がなされてきたが， どういった運用が行われているのか，いわゆ
る厳格事後審に近いという評価は正しいのか，その場合，事実認定修正機能はどこが担うのか，
というような点が，その研究の端緒となるであろう。
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